
                                                                       

            

 

 

 

 

公式Webサイトでの告知 

 

 

 

公式Webサイト内の応募フォームからテレワーカー登録を⾏う。 

 

 

 

9



                                                                       

            

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離島テレワークの活動を広く告知し登録者のさらなる増員を⽬的としたオンラインシンポ

ジウムを開催した。 
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シンポジウム実施要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



                                                                       

            

 

 

 

登壇者リスト 
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離島テレワーカーと会場を繋ぎ、良かったところや苦労したところをインタビュー。 

潜在的な離島テレワーカーへのヒントとして情報発信した。 

 

シンポジウム会場と県庁、離島をWeb会議システムで接続し Youtube Live,Facebook等

SNSでリアルタイム配信。 
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離島在住者、テレワーカーを活⽤する側の企業、テレワーク事業を検討している⾃治体等

が主な視聴者であった。 

⼀⼈⽬の登壇者である株式会社MAIAは、RPA技術者育成のほか、⽇本全国で地域DX⼈

材育成の実績を持ち、ローカル⼈材のリソース活⽤という⾯で離島テレワークのマネジメ

ントと共通するノウハウも持っており、事例も織り交ぜた講話となった。 

⼆⼈⽬の登壇者となったクラウドPBXサービスの運⽤事業者である株式会社プロディラ

イトは、⾃社が⼿掛ける AI開発に必要な基礎データ作成を離島テレワーカーに外部委託

（BPO）しており、その実例を元にテレワーカー活⽤の優位性についてスピーチ。テレワ

ーカー活⽤の好例として意義深いものであった。 

また、沖縄県商⼯会連合会からは、特に中⼩企業がテレワーカーに期待すること、その他

テレワーカー活⽤のヒントとなる様々なアイデアが語られた。 

シンポジウム終了後には企業からの問い合わせや、離島からのテレワーカー登録希望の連

絡があり、イベントの実施効果はある程度⾼いと評価できたことから定期的な開催を検討

したい。 

 

 

 

 

 

（株）MAIA代表取締役     （株）プロディライト専務       沖縄商⼯会連合会 

     ⽉⽥⽒             川⽥⽒                  平⽥⽒ 
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１−４ テレワーカーの属性 

 

 

  “職業別”                 “出⾝地別” 

                                            

 

職業別ではフルタイムで勤務する会社員が 26%。収⼊が安定していない、または様々な要

因に左右される層が 74%という結果となっている。 

沖縄県内・県外での⽐較では半数以上が県外からの移住者となっている。 

⾸都圏から離島へ移住する際に慢性的な課題となっている就労問題を在宅テレワークで解

消したいというニーズや移住促進との親和性が⾼いことが伺える。 

 

“普段のネット利⽤について” 
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 “保有スキル”                                                                

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 

半数以上が仕事でパソコンを利⽤しており、そのほとんどが Excel、Wordといった汎⽤オ

フィスソフトを使っている。 

その他少数ではあるが、プログラミング、WordPress、動画編集等のスキルを持つ層が 1%

未満存在する。⽯垣市には国営放送のドキュメンタリー番組制作に携わっていた経歴を持

つテレワーカーがおり、企業のインタビュー記事作成等、⾼単価な業務を受託している。 

このように予め⾼いスキルを有するテレワーカーには属⼈性を有効活⽤できるようクライ

アントに提案をしている。 

また、オフィスソフトを扱える層がテレワーカーの⼤部分を占めていることから、引き続

きライティング業務、⼊⼒業務等のスキル取得に⼒を⼊れた。 

スキルと就業の関係性において、⻑時間の育成期間を経て⾼単価な業務を受託希望する層

を A層、低単価だが短時間の作業説明、トレーニングですぐに業務を受託できる層を B層

としてカテゴライズした場合、離島テレワーカーにおいては B層のニーズが⼤多数であっ

たことがわかった。 

左図⾚枠部分が主に B層が受託する業

務である。 

表の右上に向かったキャリアアップを

希望する層もある程度存在するが、⽣

活環境等の問題で時間を作れないとい

う現状がある。 
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テレワーカーのスキル分布 

 

星 5つスキル所有者は、既に IT関連の個⼈事業主として⽣計を⽴てており、クライアン

トへの提案から設計、業務外部委託に関わる⼿順書作成等を事務局に代わり対応できる層

である。 

 

報酬分布 

 

副業で多く報酬を得ている層はスキル分布で星 5 の層と、隙間時間を多く使って⼊⼒業務

等を⾏った層となっている。 

前年度との⽐較 
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